
令和 6 年度デジタルスキル習得・再就職支援事業 
業務委託仕様書（案） 

 

 この業務仕様書は、長野県（以下「県」という。）が行うデジタルスキル習得・再就職支

援事業の業務を委託するにあたり、その仕様等に関し必要な事項を定めるものである。 

 

１ 業務名  令和 6 年度デジタルスキル習得・再就職支援事業業務 

 

２ 目的 

社会全体のデジタルトランスフォーメーションの進捗に伴い、幅広い産業分野でＩＴ

技術を活用できる人材の需要が高まっており、今後、需要はさらに高まる見込みである。 

また、デジタル分野は、他分野に比べて、テレワークなど柔軟な働き方が実現しやすい

特長があることから、デジタルスキルの習得支援は、育児・介護等の事情で就労に時間的・

場所的な制約がある求職者等の、新たな就労機会の創出につながることが期待される。 

このため、求職者等を対象に、プログラミング等の実践的な職業訓練を、オンラインを

活用して行うことによりデジタルスキルを付与するとともに、求人開拓やマッチング等

の再就職支援を一体的に行うことで、ＩＴ技術を活用できる人材（以下、「ＩＴ人材」と

いう。）の育成とＩＴ関連業界等への就職の促進を図る。 

 

３ 実施期間  契約日から令和 7 年３月 31 日まで 

 

４ 実施場所  県が指定する場所 

 

５ 業務の概要 

  受託者が本仕様書に基づき実施する委託業務の概要は、以下の表のとおりである。 

 本事業の実施にあたっては、事業の趣旨を十分に踏まえるとともに、県に提案した内容

を遵守すること。 

 また、７の「成果目標」を達成するため万全を期すこと。 

コース名 (a) ＩＴエキスパートコース (b) ＩＴチャレンジコース 

コースの概要 35 歳以下の若者を対象に、プロ

グラミングやＩＴインフラ技術

に関するオンライン職業訓練と

就職支援を一体的に実施。 

Ｗｅｂデザインや簡易な業務ア

プリ開発（ローコード開発）の

技法に関するオンライン職業訓

練と就職支援を一体的に実施。 

目標とする 

仕上がり像 

（イメージ） 

プログラマーやシステムエンジ

ニアとして開発等の業務に携わ

ることができる人材 

Ｗｅｂコンテンツの制作やバッ

クオフィス業務のデジタル化な

どに携わることができる人材 



支援対象者  原則 35 歳以下の求職者（訓

練開始時点） 

 県内で就職を希望する者 

 ＩＴエンジニアの仕事に関

心がある者 

 求職者（育児や介護などの

事情がある方を優先） 

 県内で就職を希望する者 

 ＩＴを活用する仕事に関心

がある者 

支援内容  キャリアカウンセリング 

 オンラインによる職業訓練（デジタルスキル習得支援） 

 就職支援（ビジネスマナー等の付与を含む） 

 求人開拓、求人情報の紹介（マッチング支援） 

職業訓練と就職支援をあわせて４か月以内を標準とする。 

上記の期間内に、支援対象者が就職に至らなかった場合は、その

後も必要な支援を継続すること。 

訓練時間の 

目安 

300 時間〜330 時間 

（概ね２〜３か月） 

120 時間〜150 時間 

（概ね１〜２か月） 

支援規模 

（定員） 

30 人以上 60 人以上 

 

６ 業務内容 

 本業務では、業務の目的を実現するために、以下の(1)から(10)及び「公募型プロポー

ザル方式に係る企画提案書（以下、「提案書」という。）」に基づき、県と緊密に連携して

運営を行うこと。 

(1) 運営体制及び全体スケジュールの提示  

 業務責任者及び部門別責任者等を明記した体系図並びに事業の全体スケジュールを

提示すること。 

ア 部門別責任者は、業務を実施するため、それぞれ専門的な見地から運営が可能な

者を配置すること（職業訓練担当、就職支援担当、求人開拓担当等）。 

イ オンライン訓練の実施にあたって、必要な設備や機器を準備すること。なお、機

器については、スキルの習得支援を効果的に実施できるものを用意すること。 

ウ 支援対象者が就職支援を受けるカウンセリングルーム等の会場を準備すること。 

(2) 周知・広報  

 ５の「支援規模」を達成するため、周知・広報の方法を具体的に提案すること。また、

周知・広報は県と調整の上、遅くとも令和 6 年６月中に開始すること。 

  周知・広報のため、本事業のキャッチコピーを３案以上考案し、県に提案すること。 

 ア ホームページ等 

ホームページを作成し、本事業の周知を行うこと。 



なお、作成後も、申込案内等、時期に応じた更新を行い、実施期間中は維持及び

管理を行うこと。 

ホームページは、パソコンによる閲覧を前提としたものを作成するほか、スマー

トフォン等のモバイル端末やタブレット端末向けのものも併せて作成すること。

また、バナー用画像を作成すること（JPEG、GIF または PNG 形式、サイズは別

途県と調整すること）。 

作成するホームページには、以下の事項を必ず掲載すること。 

・本事業の趣旨及び対象者 

・募集期間及び申込方法 

・訓練の期間及び内容 

・就職支援の内容 

イ チラシ・リーフレット等 

チラシ・リーフレット等を作成し、本事業の周知を行うこと。 

デザインについて、ホームページと統一感のあるものにするとともに、３案以上

提示した上で、県の判断を仰ぐこと。 

作成したチラシ・リーフレット等は、県と調整の上、送付先一覧を作成し、支援

対象者の募集等のスケジュールを勘案して適切な時期に送付すること。 

ウ その他 

ＳＮＳ（会員制交流サイト）での発信や事業説明会の開催等、本事業の効果的・

効率的な周知に資する施策を提案し、県と調整の上、展開すること。 

(3) 応募受付  

 応募受付にあたっては、事業趣旨の周知や支援内容の相談など、丁寧に対応すること。 

 なお、募集は県の指定する時期（プレスリリース等）以降に、速やかに開始すること

とし、可能な限り多くの応募方法を準備すること。応募の際に必要な書類等については、

別途県と調整の上、決定すること。 

(4) 支援対象者の選考・決定  

 ５の「支援対象者」に留意し、適切に支援対象者の選考及び決定をすること。 

 ア 支援対象者を決定するため、面接等の選考を行うこと。また、選考を実施する前

に県と調整の上、選考基準、面接票等を準備すること。 

 イ 選考においては、本人の就業経験や就職への意欲、希望する働き方などをきめ細

かく把握するとともに、県と調整の上、支援対象者を決定すること。 

 ウ 選考結果については、支援対象者の一覧を作成の上、選考終了後に速やかに県へ

提出すること。 

 エ 選考から漏れた者についても、県や関係機関が実施する就職支援施策や職業訓

練に関する情報を提供するなど、適切にフォローアップを行うこと。 

(5) 職業訓練の実施（デジタルスキル習得支援）  



 職業訓練は、目標とする仕上がり像ごとに、(a)ＩＴエキスパートコース及び(b)ＩＴ

チャレンジコースの２コースを設けること。 

なお、コースの名称は例示であるから、より適切な名称があれば、提案すること。 

また、いずれのコースにおいても、業界ニーズや支援対象者の能力・適性を踏まえ、

訓練修了後に、円滑に就職できるよう、訓練の内容やカリキュラムを工夫すること。 

 ア 訓練の実施方法 

 原則オンライン（ｅラーニングを含む）により実施するが、必要に応じスクーリ

ングを組み合わせることも可とする。 

スクーリングを実施する場合は、訓練受講者の在宅理由や居住地における制約

等の事情に配慮し、適切な会場及び時期に設定すること。また、通所が困難な者に

対しては、映像付電話等（Ｗｅｂミーティングを含む）の方法により代替するなど

個別に対応すること。 

原則オンラインによる訓練であることに鑑み、システム等を活用し、定期的に支

援対象者の習熟度を確認・管理するなど適切な進捗管理を行うこと。 

イ 訓練コース 

 オンラインでの訓練効果が高い訓練内容になるよう配意すること。 

 (a) ＩＴエキスパートコースは、学習内容別に(ｱ)・(ｲ)の２講座を設けること。 

(ｱ)  プログラミング講座 

Java 言語をベースに、プログラミングの基礎から実践的なノウハウまで

幅広く学ぶ講座 

(ｲ)  ＩＴインフラ講座 

 基礎的なＩＴインフラ技術をネットワーク及びサーバー技術双方の観点

から学ぶ講座 

(b) ＩＴチャレンジコースは、学習内容別に(ｳ)・(ｴ)の２講座を設けること。 

  ただし、より就職に効果的なコースがある場合には、提案すること。 

  いずれの講座も、育児や介護などの事情がある方が受講しやすいよう、１日

あたりの訓練時間やカリキュラムの構成に配慮すること。 

(ｳ)  Ｗｅｂデザイン講座 

Ｗｅｂサイトの制作に必要な基礎的コーディング技術に加え、画像編集

ソフトの活用を学ぶ講座 

(ｴ)  デジタルリテラシー講座 

業務効率化に役立つ簡易な業務アプリ開発（ローコード開発）や、オン

ライン会議システム等の実践的な活用を学ぶ講座 

ウ 内発的動機付け 

Society5.0 実現に向けた国の動きやＩＴ関連業界の動向など、デジタルスキルを

学ぶことへの動機づけになるような内容を盛り込むこと。 



エ 最低訓練期間（時間）の設定 

最低訓練期間（時間）を設定し、早期に就職先が決まった場合においても、原則

として最低訓練期間（時間）は訓練を受講させること。 

オ 訓練の実施体制 

 講師やメンター等を配置するなど、訓練受講期間中は、支援対象者が必要に応じ

て適切なフォローを得られる体制とすること。 

なお、講師は上記イ及びウの訓練に関する資格や業務経験を有する等、適正に訓

練を実施できる者であること。 

カ 関連施策との連携 

県と協議の上、県が本事業と別に行う、就職支援施策（例：地域就労支援センタ

ー事業）や職業能力開発施策（例：女性デジタル人材育成インターンシップ事業）

などの関連施策と相乗効果をもたらすよう連携を図ること。 

キ その他 

 訓練のカリキュラム及びタイムスケジュールについては、訓練開始前までに県

に提出すること。また、訓練は、遅くとも令和７年１月末までに終了すること。 

 訓練の実施に関し、不明な点がある場合は、県と協議の上進めること。 

(6) 就職支援の実施（ビジネスマナー等の付与を含む）  

 支援対象者に対し、職業訓練と並行して、就職支援を行うこと。支援にあたっては、

カウンセリングや個別の相談対応など、個々の支援対象者の能力や適性を踏まえたき

め細やかな支援を行うこと。また、履歴書の書き方や面接対策など就職活動の支援に加

え、ビジネスマナー等に関する講習を行うこと。 

就職活動の状況について、支援対象者に定期的に確認すること。 

 個々の支援対象者に行った就職支援内容を記録し、県から求められた場合には、記録

を速やかに提出すること。 

(7) 職業紹介・マッチング  

 職業訓練や就職支援とともに、支援対象者の希望に合わせ、求人を紹介すること。 

 マッチングにあたっては、上記(6)のカウンセリングや個別相談の結果等を踏まえ、

支援対象者と求人企業のミスマッチとならないよう、十分に配慮すること。 

 就職率は80％以上を目標とし、なるべく100％に近づくよう必要な支援を行うこと。 

 随時、就職実績を検証し、ＰＤＣＡサイクルを意識して事業に取り組むこと。 

(8) 求人の開拓  

 別紙に定める「アウトカム及び良質な雇用の基準」に留意の上、企業の求人開拓に努

めること。 

求人開拓に当たっては、下記イの「企業向けチラシ・リーフレット等」を作成し、本

事業の趣旨を丁寧に説明すること。 

 なお、就職先として開拓する事業所の所在地は長野県内とし、労働関係等の法令に違



反していない企業であること。また、疑義が生じた場合は県と協議を行うこと。 

 ア 求人獲得数 

 ＩＴ関連業界の企業またはＩＴ人材を求める企業の求人を累計 300 件以上獲得

すること。 

イ 企業向けチラシ・リーフレット等の作成・配付 

 費用対効果等も勘案しながら、県と調整の上、企業に対しての事業趣旨の説明に

用い得るチラシ・リーフレット等を作成すること。 

デザインについて、上記(2) のホームページと統一感のあるものにするとともに、

３案以上提示した上で、県の判断を仰ぐこと。 

作成したチラシ・リーフレット等は、県と調整の上、適切な時期に送付すること。 

ウ 求人開拓員       

求人開拓員は、以下の(ｱ)から(ｳ)までのいずれかの要件を満たした者であること。 

なお、要件を満たしていることが確認できる書類の提示または提出を県から求

められた場合には、速やかに提示または提出すること。 

(ｱ)  企業の採用・人材育成担当業務、または人材紹介、人材派遣事業者等で

の就労支援業務経験を５年以上有する者もしくはこれに準ずる者 

(ｲ)  厚生労働大臣が指定するキャリアコンサルタント登録機関のキャリアコ

ンサルタント名簿に登録のある者、キャリアコンサルティング技能士、産

業カウンセラー 

(ｳ)  その他人材育成や労働環境整備等に専門的な知見を有し、支援対象者に

対し就職活動等に関する助言ができる者 

(9) オンライン訓練に使用する機器及び通信費  

 必要な機器及びインターネット接続環境について、原則として支援対象者が自ら用

意するものとするが、支援対象者が用意できない場合は、受託者がパソコンや通信機器

等の無償貸与を行うこと。 

 受託者は、支援対象者が高額な費用負担とならないよう、一般的な機器で学習できる

ように、訓練コースを設定すること。 

 必要な機器等の仕様（スペック、通信環境等）などは、上記(2)のホームページに明

記するほか、事業説明会等において説明すること。 

(10) 運営事務局の設置  

 本事業に関する問い合わせや求職者の応募、企業の求人申込の受付等に対応する運

営事務局を設置すること。 

 

７ 成果目標  

 事業の成果目標は下表のとおりとする。 

 



支援対象者の就職率 

 

80％以上 

別紙の「アウトカム及び良質な雇用の基準」を 

満たす者の人数 

65 人以上 

ＩＴ関連業界の企業またはＩＴ人材を求める 

企業の求人獲得数 

累計 300 件以上 

 

８ 県への報告  

(1) 業務実施報告（月報） 

 以下のアからクまでの事項について、毎月の実績を「委託業務実施報告書」（様式任

意）にまとめ、翌月の７営業日以内に県へ報告すること。ただし、３月の実績は、令和

７年３月 31 日までに提出すること。 

 なお、「委託業務実施報告書」とは別に、県から業務の実施状況に関する報告を求め

られた場合は、その都度対応すること。 

 報告はデータによるものとし、Microsoft Office 2016 以降のバージョンに対応した

ファイルで、編集可能な形式とする。また、県に提出する際は、パスワードをかけて保

護すること。 

ア 支援対象者の応募状況 

イ 職業訓練の実施状況（スクーリングの実施状況を含む） 

ウ 支援対象者への就職支援実施状況 

エ 訓練修了者の就職状況（訓練の中途で就職したものを含む） 

オ 求人企業の開拓状況（訪問企業数、求人獲得企業数、求人件数） 

カ 企業の求人ニーズに関する分析（求人企業からの意見、要望等） 

キ 広報活動の実施状況（説明会等の開催状況を含む） 

ク 各種業務に関連するアンケート等を実施した場合は、その集計結果 

(2) 業務完了報告 

 受託者は、令和７年３月 31 日までに「委託業務完了報告書」を県に提出すること。 

(3) 事故等報告  

 支援対象者の事故等（疑いを含む）が発生した場合は、県へ直ちに連絡をし、その後

県の指示に従い、報告すること。 

 

9 関係法令の遵守 

 関係法令等の定めに従い、本事業の実施にあたって必要な関係官公署その他の関係機

関への手続等を契約締結後速やかに行うこと。 

 

10 業務実施上の留意事項 



(1) 受託者は、本事業の趣旨への理解や利用の促進を図るため、労働局、経済団体、労働

団体、その他の関係機関への周知を図るとともに、関係機関の理解と協力を得られるよ

う努めること。 

(2) 受託者は、県の信用を失墜する行為を行ってはならない。また、事業参加者からの苦

情には、誠意をもって対応すること。 

(3) 受託者は、個人情報の保護について十分な注意を払い、流出・損失が生じないように

すること。 

(4) 受託者は、本事業を実施するにあたって、故意または過失により第三者に損害を加え

た場合は、当該損害を賠償する責任を負うものとする。 

(5) 受託者は、本事業に関連して作成したホームページやチラシ・リーフレット等に「本

事業は長野県より委託を受け、○○が運営しています」等の文言を入れるなど、長野県

からの受託であることを示すこと。 

(6) 受託者は、本事業の実施に要した費用について、支出内容を証する関係書類を整備し、

会計帳簿とともに業務委託の完了した日の属する会計年度の終了後５年間、いつでも

供覧に供することができるよう保管すること。 

(7) 受託者は、本事業を実施するにあたって、求職者及び企業に対し社会通念上不適切な

食事、酒類、現金・金券類等を提供してはならない。 

(8) 受託者は、紹介先企業に対して紹介手数料等対価の支払いを求めてはならない。 

(9) 業務完了報告に基づく成果の確認の結果、目標が達成されていない場合において、悪

意がある場合若しくは達成されない程度が甚だしい場合又は委託契約の内容若しくは

これに付した条件に違反した場合は、委託費の全部又は一部を減額することがある。 

 

11 業務に要する経費の限度額 

 63,732,000 円（消費税額及び地方消費税の額を含む。） 

 

12 その他 

(1) 本契約に係る全ての成果物等の著作権（著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）第 27 条

及び第 28 条の権利を含む。）は県に帰属することとし、履行完了後、データ及び成果物

等を納品すること。本業務により得られる著作物の著作者人格権について、受託者は将

来にわたり、行使しないこととし、また、受託者は制作に関与した者について著作権を

主張させず、著作者人格権についても行使させないこと。また、県は成果物等を受託者

の承諾なしに自由に使用・改変・複製できるものとする。なお、成果物にはソフトウェ

ア資産及び受託者において電子的に作成した図版（版下データ、PDF データ、データ

ベースその他の電子データ）等を含むものとするが、受託者が従前から有していたプロ

グラム及び第三者が権利を有するパッケージソフトの著作権は、受託者または当該第

三者に留保されるものとする。 



(2) 本業務に当たり、第三者の著作権等に抵触するものについては、受託者の責任と費用

をもって処理するものとする。 

(3) その他本仕様書に定めのない事項及び本仕様書に関して疑義が生じた場合は、県と協

議の上決定するものとする。 

  



（ 別 紙 ） 

 

アウトカム及び良質な雇用の基準 

 

次のアのいずれかに該当する者であって、本事業の実施により、次のイの良質な雇用の基 

準を新たに満たすこととなった者の数とする。 

ただし、事業開始後に事業主都合による解雇等を行った事業主に雇用された者の数は除

くものとする。 

 

ア アウトカムの対象となる者 

次の（ア）または（イ）のいずれかに該当する者とする。 

(ア) 支援を受けた求職者のうち正社員として雇用された者 

(イ) 支援を受けた求職者のうち非正規雇用労働者として雇用された者 

 

イ 良質な雇用の基準 

（ア）正社員の場合 

次の(a)及び(b)を満たすことをいう。 

(a) 就労期間における所定内給与額の１ヶ月当たりの平均額が 209,200 円以上であ

ること。 

(b) 月平均所定外労働時間が 20 時間以下であること。 

 

（イ）非正規雇用労働者の場合 

次の(a)及び(b)を満たすことをいう。 

(a) 就労期間において支払われた所定内給与額の１ヶ月当たりの平均額が次に掲げ

る計算式により算出された数を上回っていること。 

209,200 円 

×（当該非正規雇用労働者の週所定労働時間／同一の事業主に雇用される 

正社員の週所定労働時間） 

(b) 月平均所定外労働時間が次に掲げる算式をもって計算した数を下回っているこ

と。 

20 時間 

×（当該非正規雇用労働者の週所定労働時間／同一の事業主に雇用される 

正社員の週所定労働時間） 


